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区民の皆様へ 

少子高齢化や人口減少の進行など、国全体の社会構造が大きく変化する中で、住民に

最も身近な行政である基礎自治体に求められる役割は年々高まりを見せており、これま

で以上に、効率的で効果的な行財政運営を的確に遂行していく経営力の強化と行財政運

営全般にわたる説明責任が求められております。 

区では、社会情勢の変化に伴い複雑化している地域課題の解消に向け、選択と集中の

観点から限られた財源を重点的かつ効果的に投入し、徹底した事業の見直しによる効率

的で適正な行財政運営を推進するとともに、東京都方式による財務書類を作成・公表し、

財務情報を事務事業の分析や施設運営の改善などに活用しています。 

令和７年度は、区立学校等の補助教材の一部や修学旅行などの宿泊行事にかかる費用

の公費負担化、備蓄物資の段階的な拡充、小児及び高齢者インフルエンザワクチンの無

償化など、子育て世帯の負担軽減施策や区民の命と安全を守る施策を重点的に推進する

とともに、教育環境の整備、高齢者や若者への支援、地域産業の振興、まちづくりなど、

幅広い分野の課題解決に積極的に取り組みました。また、長期化する物価高騰への対応

としては、子育て施設や介護・障害福祉サービス事業所への支援を実施するなど、区と

して必要な取組を最大限行ったところです。本報告書は、このような区の取組の成果を、

財務情報などから明らかにしたものです。 

区では、より多くの方々に区政に継続して参画いただくために、区の取組について、

これまで以上に分かりやすく、より効果的に、区内外の方々に対し情報を発信していく

必要があると考えており、こうした取組について、現在、重点的に強化・充実を図って

いるところです。 

区政運営の成果を客観的な数字で表す財務諸表につきましても、その取組の一環とし

て、地域社会を構成する区民の皆様、議会、各種団体、事業者など、全ての関係者の方々

にとってより分かりやすくお示しすることを通じて、引き続き健全で持続可能な行財政

運営に全力で取り組んでまいります。 

 

荒川区長  滝口 学   
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第１部 概要 
 

１ 新公会計制度の趣旨 
 

全ての地方自治体では、歳入歳出決算書を作成・公開しており、この決算方法は、「単式 

簿記・現金主義」会計で行われています。「単式簿記・現金主義」会計とは、現金の収入・ 

支出という事実に基づいて（現金主義）、ひとつの取引について現金の収支のみをとらえ記帳

する方法（単式簿記）のことを言い、「官庁会計」とも言われます。 

支出には、公共施設の建設等将来に効果が及ぶような公共投資や借入金の返済、現在の行

政サービスを行うための施設の維持管理費用といったように様々な性質がありますが、官庁

会計による決算では、これら性質の違う支出が同じように計上されていきます。また、公共

施設における減価償却費のような現金の支出を伴わないコストを把握することができず、さ

らに「荒川区の資産はどれだけあるのか」、「荒川区が将来にわたって負担しなければならな

い負債はどれだけあるのか」といった情報を一括して把握することができません。これらの

情報を整理し、将来求められる債務の負担を明らかにするとともに、資産の内容を適切に把

握し公共施設等の再投資に備えることは、地方自治体にとって重要な課題です。 

そこで荒川区は、「地方自治体に経営の視点を定着させること」、「地方自治体の情報開示 

をより一層向上させること」を目的に、ストック情報やコスト情報を把握する企業会計の手

法である「発生主義」による決算方法を、「現金主義」会計に加えて取り入れることといたし

ました。 

 

＜現金主義と発生主義の関係＞ 

 

 

 

資産 

 負債 

 正味財産 

 
コスト 

 
収入 非現金 

支出 

非現金 

収入 

 

 

歳入歳出決算書 

 

発生主義に基づく見えないコスト等 

貸借対照表（ストック情報） 

行政コスト計算書（コスト情報） 財産に関する調書 

現金収入 

（歳入） 

現金支出 

（歳出） 
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この取組をさらに精緻に行うため、固定資産台帳を整備し、平成 28 年度に日々仕訳の複

式簿記を用いる東京都方式に基づく新公会計制度を導入いたしました。 

これは、官庁会計に「複式簿記・発生主義」会計という企業会計的な手法を取り入れるこ

とで、「単式簿記・現金主義」会計のメリットである適切な予算執行、出納管理を行うとと

もに、従来の官庁会計では把握し難かったストック情報やコスト情報を明らかにし、自治体

運営における経営の視点を強化するとともに、住民や議会への説明責任を強化し、行財政運

営の更なる充実を図っていくことを目的とした、新公会計の趣旨を具体化する制度です。 

区の財務諸表は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③キャッシュ･フロー計算書、④正

味財産変動計算書の４表（以下、「財務書類４表」と言います。）と「有形固定資産及び無形固

定資産附属明細書」及び「注記」で構成しています。 

区では、作成した財務書類４表を基に、区全体の決算を表示し分析するほか、日々仕訳に

より作成が可能となった事業別の財務諸表を用いて、行政評価において、政策別や施策別、

事業別等に活用しているとともに、令和５年度からは、部（局）ごとにストック情報やコス

ト情報を集計し、事業の進捗管理等を行うなど、新たな取組みも加え、新公会計制度の更な

る推進に取り組んでいます。 

 

 

 

＜財務書類４表と歳入歳出決算書の関連図＞

 

資産 

（現金預金） 

… 

… 

… 

 

負債 

正味財産 

費用 

収入 

当期収支差額 

行政サービス活動収支差額 

財務活動収支差額 

前年度からの繰越金 

形式収支 

前期末残高 

当期変動額 

（当期収支差額） 

当期末残高 

①貸借対照表 ②行政コスト計算書 

③ 計算書 ④正味財産変動計算書 

｜ 

 

＋ 

＝

歳入決算額 

歳出決算額 

歳入歳出差引残額 

(歳入歳出決算書) 

＝ 

＋ 

＝ 
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＜財務書類４表への計上例＞ 

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 官庁会計では、現金の出入りのみを記帳するため、自動車を購入した年度のみに支出 

が記録されます。他方、新公会計制度においては取得年度に資産（重要物品）として計 

上し、翌年度以降自動車の耐用年数にわたって各年度に減価償却費（費用）を配分し、 

その分を貸借対照表の資産から差し引くため、資産の現在価格が明らかになります。 

 

資産 

（現金預金） 

② －100 万円 

… 
（重要物品） 

① ＋100 万円 

 負債 

正味財産 

 
費用 

収入 

当期収支差額 

行政サービス活動収支差額 

社会資本整備等投資活動収支差額 

（投資的経費） 

③ ＋100 万円 

財務活動収支差額 
 

前年度からの繰越金 

形式収支(収入－支出) 

－100 万円 

前期末残高 

当期変動額 

 

（当期収支差額） 

当期末残高 

貸借対照表 行政コスト計算書 

キャッシュ・フロー計算書 正味財産変動計算書 

＋ 
 

＋ 
 

＝ ＝ 

 

翌年度以降、償却

後の現在価格を計

「重要物品」が 100 万円増加…①

翌年度以降、 

減価償却費を計上 

例１ 100 万円の自動車を購入するとき 

自動車を購入し、100 万円を支出 ⇒ 「100 万円の支出」のみを把握 

従来の会計制度（官庁会計）の考え方では… 

新公会計制度の考え方では… 

（１） 自動車が納品されたとき 

貸借対照表 

（２） 現金を支払ったとき 

貸借対照表 

現金が 100 万円減少…② 

キャッシュ・フロー計算書 

「社会資本整備等投資活動収支差額」の

「投資的経費」が 100 万円増加…③ 
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取引事由発生や取引の度、紹介した２つの例のように記帳していくことで、情報が積み上

げられ、財務書類４表が作成されます。 

 

 

資産 

（現金預金） 

② ＋500 円 
… 

 負債 

正味財産 

＋500 円 

 
費用 

収入 

(使用料及び手数料) 

① ＋500 円 
当期収支差額 

＋500 円 

行政サービス活動収支差額 

（使用料及び手数料） 

③ ＋500 円 

社会資本整備等投資活動収支差額 

財務活動収支差額 

前年度からの繰越金 

形式収支(収入－支出) 

＋500 円 

前期末残高 

当期変動額 

 
（当期収支差額） 

＋500 円 

当期末残高 

＋500 円 

貸借対照表 行政コスト計算書 

キャッシュ・フロー計算書 正味財産変動計算書 

＋ 
 

＋ 
 

（１） 使用料を収入することが 

決定したとき  
「使用料及び手数料」が 500 円増加…① 

行政コスト計算書 

例２ 500 円の使用料を現金で収入するとき 

使用料及び手数料 500 円（収入を決定したとき「調定」、収入したとき「収入」） 

従来の会計制度（官庁会計）の考え方では… 

新公会計制度の考え方では… 

（２） 実際に現金で収入があったとき  

 

 

貸借対照表 

資産として現金が 

500 円増加…② 

キャッシュ・フロー計算書 

「行政サービス活動収支差額」の 

「使用料及び手数料」が 500 円増加…③ 

＝ ＝ 
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２ 荒川区の現況（プロフィール） 

 

（１）地勢と人口 

【23 区面積図】           

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口等】 

                                          

令和８年４月１日現在 

人口（Ａ） 224,979 人 

住民基本台帳 

世帯数合計 128,479 世帯 

人口 
男性 111,679 人 

女性 113,300 人 

面積（Ｂ） 10.16ｋ㎡ 

人口密度 

（Ａ）／（Ｂ） 
22,144 人／ｋ㎡ 

 

（２）財政状況（令和７年度一般会計） 

 ① 区の資産・負債等について、貸借対照表で説明すると以下のような状況となってい

ます。貸借対照表の左側は資産を、右側は負債及び正味財産を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資産 

 

4,505 億円 

 負債 242 億円 

 
正味財産 

 

4,263 億円 

 
使う資産 
（例：建物、工作物 

 インフラ資産等） 

 

回収する資産 
（例：収入未済・ 

 貸付金等） 

資産・負債等の状況（令和８年３月 31 日現在） 

あ 
過去および現在の 

世代の負担 
（例：資産形成に係

る補助金・これまで

負担した税金） 

あ 
将来世代の負担 
（例：特別区債・将来

の退職手当見込額） 

 
資料：東京都総務局行政部通知「東京都 

区市町村別の面積について」 
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② 区の行政コスト、正味財産、キャッシュ・フローの状況は下図のとおりです。 

 

 

 

③ 区民一人あたりに換算した資産、負債、行政コストの金額は、下図のとおりです。 

 

 

行政コストの状況 

当期収支差額 66 億円 

○行政収支     64 億円 
  行政収入      1,230 億円 

  行政費用      1,166 億円 

○金融収支      2 億円 

 

正味財産変動の状況 

前期末残高 4,168 億円 

＋ 

当期変動額 95 億円  

 
 

当期末残高 4,263 億円 

 

特別区債 

７億円 

前年度からの 

繰越金 

33 億円 

扶助費・ 

物件費等 

1,305 億円 

特別区債元金 

及び利子等 

25 億円 

基金積立金 

11 億円 

形式収支 

32 億円 

 

収入 1,373 億円 支出 1,341 億円 

 

 

キャッシュ・フローの状況 

特別収支差額 0 億円 

通常収支差額 66 億円 

基金繰入金 

４億円 

税収等・ 

国庫支出金等 

1,329 億円 

 

基礎的 

財政収支 

 

 

区民一人あたりの負債（負債／人口）  10 万８千円 

特別区債や退職給与引当金等、将来の負担を区民一人あたりに換算した金額です。 

区民一人あたりの行政サービスにかかるコスト 

行政収入 54 万７千円（行政収入／人口）＞行政費用 51 万８千円（行政費用／人口） 

行政費用（行政サービスを提供するにあたって必要になる費用）が、 

行政収入（地方税等、行政サービスを提供するための収入）によって賄われていることがわかります。 

区民一人あたりの状況 

区民一人あたりの資産（資産／人口）  200 万３千円 

区の資産を区民一人あたりに換算した金額です。 

※ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

については 18、19 ページ参照 
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